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市町村民税 第
五
号
の
二
様
式

第　　　　号 更正（決定）通知書 平成　　年　　月分
道府県民税

特別徴収義務者
氏名又は名称 殿
住所又は所在地

申告書提出期限 平成　　年　　月　　日 申告書提出年月日 平成　　年　　月　　日
退職所得控除額

市町村民税額 道府県民税額控除後の退職手
当等の金額 （

第
二
条
関
係
）

更正（決定）による 円 円 円
①

税額等
既に納入の確定した

②

ついても、365日当たりの割合です。

税額
この通知書により納

①－②
入すべき税額

延　滞　金

基礎となる税額 課 率 加　算　金　額

円 10

③

円
通　常　分

100
過少申告加算金額

5
加　重　分

100
15

④
15％適用分

100
 更正(決定)

5
 による加算 不申告加算金額 加　重　分

100
 金額

5
⑤５％適用分

100
35

⑥35％適用分
100

平成　　年　　月　　日

重 加 算 金 額
40

⑦40％適用分
100

納　 入　 額　③＋④＋⑤＋⑥＋⑦

氏　　　　　名 印

納　　期　　限 平成　　年　　月　　日 納入場所

地方税法第328条の９第 項の規定により、上記のとおり更正（決定）しまし
たので、納期限までに納めてください。

申告納入すべきであった納期限の翌日から納入の日までの期間の日数に応じ、不足金額（1,000

円未満の端数があるとき、又はその全額が2,000円未満であるときは、その端数金額又は全額を切

り捨てます。）に年14.6パーセント（この通知書による納期限までの期間又はその納期限の翌日

から１月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント）の割合（平成12年１月１日から

平成25年12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の前年の11月30日を経過する時

における日本銀行法第15条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４

パーセントの割合を加算した割合が年7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年7.3パーセントの割合にあっては、当該商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を

加算した割合とします。平成26年１月１日以後の期間については、当該期間の属する各年の前年

に租税特別措置法第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した

割合（以下「特例基準割合」という。）が年7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年

7.3パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該

加算した割合が年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割合）としま

す。）を乗じて計算した金額。この場合における年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間に

市町村長



新

備考 １ 市町村は、この通知に不服がある場合における救済の方法および取消訴訟を行う
場合の被告とすべき者、出訴期間等を記載すること。

条第３項の規定による加算すべき金額の基礎となる税額を、「④」の欄には、
15％適用分及び加重分として計算した金額の合計額をそれぞれ記載すること。

２ ｢過少申告加算金額」欄の「通常分」の欄には、法第328条の11第１項に規定す
る対象不足金額を、「加重分｣の欄には、当該対象不足金額のうちの同項の規定に
よる加算すべき金額の基礎となる税額を、｢③｣の欄には、通常分及び加重分とし
て計算した金額の合計額をそれぞれ記載すること。

３ 「不申告加算金額」欄の「15％適用分」の欄には、法第328条の11第２項に規定
する納入すべき税額を、「加重分」の欄には、当該納入すべき税額のうちの同
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市町村民税 第
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第　　　　号 更正（決定）通知書 平成　　年　　月分
道府県民税

特別徴収義務者
氏名又は名称 殿
住所又は所在地

申告書提出期限 平成　　年　　月　　日 申告書提出年月日 平成　　年　　月　　日
退職所得控除額

市町村民税額 道府県民税額控除後の退職手
当等の金額 （

第
二
条
関
係
）

更正（決定）による 円 円 円
①

税額等
既に納入の確定した

②
税額
この通知書により納

①－②
入すべき税額

延　滞　金

申告納入すべきであつた納期限の翌日から納入の日までの期間の日数に

応じ、不足金額（ 1,000円未満の端数があるとき、又はその全額が2,000円

未満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨てます。）に年14.6

パ ー セ ン ト （ こ の 通 知 書 に よ る 納 期 限 ま で の 期 間 又 は そ の 納 期 限 の

翌 日 か ら １ 月 を 経 過 す る 日 ま で の 期 間 に つ い て は 、 年 7.3 パ ー セ ン ト

（これらの 期間のうち平 成 12 年１ 月１ 日以 後の 期間 につ いて は、 当該

期間の属す る各年の前年 の 11 月 30 日を 経過 する 時に おけ る日 本銀 行法

第十五条第一項第一号の規定により定められる商業手形の基準割引率に

年４パーセントの割合を加算した割合が年7.3パーセントの割合に満たない

場合は、当該商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合))

の割合を乗じて計算した金額。この場合における年当たりの割合は、閏
じゅん

年の

日を含む期間についても、365日当たりの割合である。

基礎となる税額 課 率 加　算　金　額

円 10

③

円
通　常　分

100
過少申告加算金額

5
加　重　分

100
15

④
15％適用分

100
 更正(決定)

5
 による加算 不申告加算金額 加　重　分

100
 金額

5
⑤５％適用分

100
35

⑥35％適用分
100

重 加 算 金 額
40

⑦40％適用分
100

納　 入　 額　③＋④＋⑤＋⑥＋⑦

納　　期　　限 平成　　年　　月　　日 納入場所

地方税法第328条の９第 項の規定により、上記のとおり更正（決定）しまし
たので、納期限までに納めてください。

平成　　年　　月　　日

市町村長 氏　　　　　名 印



旧

備考 １ 市町村は、この通知に不服がある場合における救済の方法および取消訴訟を行う
場合の被告とすべき者、出訴期間等を記載すること。

条第３項の規定による加算すべき金額の基礎となる税額を、「④」の欄には、
15％適用分及び加重分として計算した金額の合計額をそれぞれ記載すること。

２ ｢過少申告加算金額」欄の「通常分」の欄には、法第328条の11第１項に規定す
る対象不足金額を、「加重分｣の欄には、当該対象不足金額のうちの同項の規定に
よる加算すべき金額の基礎となる税額を、｢③｣の欄には、通常分及び加重分とし
て計算した金額の合計額をそれぞれ記載すること。

３ 「不申告加算金額」欄の「15％適用分」の欄には、法第328条の11第２項に規定
する納入すべき税額を、「加重分」の欄には、当該納入すべき税額のうちの同
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